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問題の所在
　2014 年 4 月に日本の技能実習制度のもと岐阜県の鋳造会社で働いていたフィリ











なく、厚生労働省の「平成 31 年 / 令和元年労働災害発生状況の分析等」における
日本の外国人労働者の死傷災害発生状況に関する報告によると、労働基準法に則り
4週間で 4日以上の休日を与えている会社での死傷者は 3,928 人、うち技能実習生
は 1,393 人で、国別ではフィリピンがベトナム、中国（香港等を含む）、ブラジル
に続き 4番目に多かった。こうした外国人の死傷者数は年々増加しており、2019














































用省（Department of Labor and Employment：DOLE）の管轄下にある海外雇用
庁（Philippine Overseas Employment Administration：以下 POEA）と海外労働






















の需要が高まり 1950 年代～60 年代にかけてアジアでの非専門職のフィリピン人労
働者の雇用が増加していった〔山形 1991：146-147、岸脇 2015：26-27〕。いっぽう











　フィリピンの 2020 年 12 月 20 日現在の人口は、国際連合人口基金の推計による
と 1億 1 千 26 万 744 人で（5）、そのうち 2019 年 4～9 月の半年間に海外で働いてい
た OFWs の数は、フィリピン国家統計局（Philippine Statistic Authority：以下
PSA）の調べでは約 220 万人にのぼった。これらの大半は陸上の労働者（96.8％）
で残りは船員であるが、これを職種別でみると、OFWs 全体の約 5分の 2（39.6%）
の人々が単純作業（elementary occupations）に従事しており、次に多いのがサー
ビス・販売従事者（service and sales workers）の 18％、設備・機械の運転・組立
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工（plant and machine operators and assemblers）が次いで 12.2％、技術者、準
専門的職業従事者（technicians and associate professionals）が 8.7％、専門的職業
従事者（professionals）が 8.5％、技能工および関連職業の従事者（craft and 
related trades workers）が 8.1％であり、フィリピンでは単純作業に従事する者が
きわめて多いことがわかる。出身地域別でもっとも多いのはマニラ首都圏に南接す


















ここでOFWs の出身地と貧困との関係について単純に 2018 年の統計でみてみると、
フィリピン全体の貧困ラインが 12,855 ペソで貧困率が 16.1％なのにたいし（11）、貧
困率が 55.4％ともっとも高かったバンサモロ・ムスリムミンダナオ自治地域（貧困
ラインは 13,578 ペソ）の OFWs が占める割合は 2.1％にすぎず、次に貧困率が
32.4％と高いサンボアンガ半島（Region VI）（貧困ラインは 11,987 ペソ）でも
OFWs が占める割合は 2.5％、貧困率 28.3％のカラガ（Region XIII）（貧困ライン
は 12,314 ペソ）でも 1.8％、貧困率 27.2％の中部ミンダナオ（Region XII）（貧困ラ
インは 12,067 ペソ）もまた 4.6％と低かった。逆にOFWs の占める割合が 17.9％と
1 番高かったのは数多くの工業団地が集中するカラバルソン地域（Region IV-A）
（貧困ラインは 13,528 ペソ）で貧困率は 7.6％、主要な経済特区を含む中部ルソン
（Region III）はOFWs の占める割合が 14.3% と 2 番目に高かったが貧困率は 7.8％
で（貧困ライン12,885ペソ）、貧困率でみるとこの2地域はマニラ首都圏の2.3％（貧
困ライン 14,102 ペソ）に続き 2番目、3 番目に低かった。いっぽう一番貧困率が低


















































13.6％増加の 1,658,804 人で、外国人労働者を雇用する事業所数も 12.1％増加の
242,608 か所であった。在留資格別では、専門的・技術的分野の在留資格の労働者
数が 329,034 人で前年から 18.9％の増加、定住者（主に日系人）や永住者、日本人
の配偶者など身分にもとづく在留資格の労働者数は 531,781 人で同じく 7.3％増加、
技能実習は 383,978 人で 24.5％増加、経済連携協定（Economic Partnership 
Agreement：EPA）にもとづく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワーキングホ
リデー、外国人建設就労者、外国人造船就労者などの特定活動は 41,075 人で 15.3％






　日本で就労する外国人のうちフィリピン人は 179,685 人（全体の 10.8％）で、中










































数が 11,579 人で全体の 6.4％、身分にもとづく在留資格の労働者数は 125,197 人で
69.7％、技能実習は 34,965 人で 19.5％、特定活動は 5,125 人で 2.8％、資格外活動は




































らなくなった〔宮入 2018：118-120〕。技能実習には、技能実習 1 号と技能実習 2
号という区分があり、技能実習 1号とは技能実習を目的とする外国人に入国初年度
に付与される在留資格で在留期間は 1年または 6ヶ月である。いっぽう技能実習 2
号とは技能実習 1号での在留期間に得たノウハウや技術をさらに習熟させるために
与えられる在留資格であり、技能実習の 1年目は技能実習 1号となり 2年目、3 年
目には技能実習 2号に移行することが可能で、この技能実習 2号へ移行することで
3年間、技能実習3号へ移行すれば5年間に実習期間を延長することが可能である（17）。
なお 2017 年末の技能実習生の数は 274,233 人、そのうち技能実習 2号への移行者
数は 86,583 人で、技能実習の可能な 77 職種のうち技能実習 2号への移行者が多い


















2010 年は 61,710 人でそのうち技能実習生は 655 人に過ぎなかったが、2019 年には
就労者数が 179,685 人と 3倍近くに増加し、技能実習生もまた 34,965 人とその 2割
近くを占めるようになった（図 3）。職種については、外国人技能実習機構の実習
計画認定数によれば建設関係が 7,012 人と圧倒的多数を占め、次いで機械・金属関
係が 4,480 人、食品製造関係が 3,616 人、農業関係が 3,486 人、繊維・衣服関係が
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の技能実習に関する協力覚書（Memorandum of Cooperation on the Technical 
Intern Training Program between the Ministry of Justice, the Ministry of 
Foreign Affairs and the Ministry of Health, Labor and Welfare of Japan and the 
Department of Labor and Employment of the Republic of the Philippines：
MOC）」の署名が行われている（21）。フィリピンでは海外への労働者の派遣が国家
政策として重視されてきたことは既に述べたが、技能実習に関しては 2010 年まで
労働雇用省技術教育技能開発庁（Technical Education and Skills Development 
Authority：TESDA）が管轄省庁であったが、その後 POEAの管轄となり、また





Employment Providers of the Philippines and Consultants ’ Association：
JEPPCA）」や、日本の技能実習を扱う送出機関のみが集まる「フィリピン技能実

































































（Benguet）の 6 州と、ベンゲット州に位置する高度都市化市バギオ（Highly 








り名目GDPは 181,907 ペソ、マニラ首都圏が 462,779 ペソであるのにたいし、コル
ディリェラ行政地域は 179,752 ペソ、バンサモロ・ムスリムミンダナオ自治地域は
55,151 ペソだった。いっぽう 2018 年の平均世帯収入と支出については、フィリピ
ン全体の平均が約 26 万 7,000 ペソ（うち支出は約 20 万 3,000 ペソ）、マニラ首都圏
が約 40 万ペソ（支出約 32 万 1,000 ペソ）なのにたいし、コルディリェラ行政地域
は約 30 万 5,000 ペソ（支出約 19 万 9,000 ペソ）、バンサモロ・ムスリムミンダナオ



























































































的低いが、2018 年の貧困率を州別でみるとアブラ州は 29.5％、アパヤオ州は 23.2%、




糧貧困ラインは 8,616 ペソで、それ以下の収入で生活している人は全体で 6.0％、
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州別でみるとアブラ州は 15.3％、アパヤオ州は 11.2％、ベンゲット州は 2.5%、イ
フガオ州は 5.0％、カリンガ州は 4.7％、マウンテン州は 10.1％となっており、これ
らのことからコルディリェラ行政地域全体の貧困率は比較的低いが、生活に困窮し
ている人も少なからずいることが分かる〔PSA 2009a、2009b〕。いっぽうフィリピ
ン全体の年間収入の五分位では、OFWs の占める割合は第 I が 14.6％、第 II が
21.6％、第 III が 24.4％、第 IVが 22.5％、第Vが 16.9％となっており、これらのこ
とを総合すると、コルディリェラ行政地域では比較的豊かな層の人々が多く海外へ
移動しているだろうことが推察される。OFWs の数も延べ数でみれば、過去 1年
以内にOFWs だった人がいる家族の割合は 9.0％、1 年以上前にOFWs だった人が



























































































































































　2018 年 10 月、アブラ州とアパヤオ州出身の 2人のOFWとその家族が、2018 年








あるアブラ州出身の男性は 2017 年に帰国し、現在はアブラ州で 18 ヘクタールの有
機農場を経営している。この土地は、彼がまだ独身だった 1980 年代に電気技師と
してサウジアラビアとオーストラリア、ニュージーランドに渡ったときから、結婚































































 （1）　『朝日新聞』2015 年 7 月 19、20、21 日記事および『日本経済新聞』2016 年 10 月 18 日記事
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